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1.はじめに 
現在、地方部の交通は車に大きく依存した構造となって
おり、公共交通は衰退の一途をたどってきた。そのような
状況下で鉄道事業法改正（2000年）による需給調整規制の
撤廃が加わったため、厳しい経営状況下にある地方鉄道事
業者は撤退の意思を表明し、全国各地域に鉄道存廃の議論
を投げかけている。このような中、少子高齢化や環境・エ
ネルギー制約への対応、モビリティの公平性への対策とし
て、地方鉄道の価値が見直されつつあり、採算性の観点か
ら一度は廃線になりかけた地方鉄道が、沿線自治体や地域
住民の働きで存続するというケースが出てきている。 
福井県においても、一部廃線を表明していた京福電鉄が
2度の事故により、平成13年に突如運行を休止せざるを得
ない事態を迎えた。約2年間の休止期間中の地域での存廃
議論を経て、福井方式（上下分離）による第3セクターと
して平成15年に設立され開業したのがえちぜん鉄道(1)であ
る。開業後、約8年を経過する中で、利用者数は当初想定
以上の伸びを示してきたが、今後地域での定着性を高め持
続的な運行を担保するためには、現時点において、再生以
降8年間を多面的に事後評価することが求められている。 
地域の社会インフラ（生活関連社会資本）としての「え
ちぜん鉄道」は、利用者への直接便益以外にも、その存在
自体を通して地域に様々な価値をもたらしていると考えら
れ、事後評価の一環としてこうした価値の具体的内容、程
度を明らかにすることが必要と思われる。 
 
2.本研究の目的と位置付け 
前述のように採算問題に直面する地方鉄道等公共交通の
存廃問題や新たに導入された LRT 等の整備効果計測等へ
の対応等を契機として、公共交通の価値評価に関する研究
が近年積み重ねられてきている。主に鉄道についてみると、
黒川ら 1)は、地方鉄道上田交通別所線の廃線の是非を判断
する指標の導出を目的として、住民アンケートを通して利
用価値を含む非利用価値評価を行うとともに、CVM によ
る総合価値計測を行っている。また、松中ら 2)はLRTに着
目し、導入後の評価計測として富山及びミュールーズ両市
を対象として、AHPおよびCVMを用いて、特にその存在
価値を含む総価値とその価値構成の定量的把握を行ってい
る。同じく、川端ら 3)は、富山市を対象として LRT・地方
鉄道の両者について、CVM に代わる表明選択法を適用し、
プロジェクト評価への反映をねらいとして利用価値として
のオプション価値の測定を行っている。また、湧口らは 4)、
これまであまり計測されてこなかった「将来の需要や供給
に内在する不確実性を回避、軽減する」を意味するオプシ
ョン価値を再検討し、交通経済学の文脈の中で位置づける
とともに、路線バスを対象としその価値を定量的に検証し
ている。その他定量的に評価し難い価値項目を有する計画
対象に対して、その維持・整備の妥当性を判断するために、
様々な価値の存在の検証、CVM等の適用による総価値（便
益）の計測に関わる研究例えば5)6)7)は数多くある。 
本研究は、定量的な価値計測手法の改善・開発に直接資
するものではないが、こうした先行研究の中で取り上げら
れている各種価値及びその評価方法を参考に、特異な経緯
で再生された地方鉄道の事後評価の一環として、住民の意
識を通して再生鉄道の様々な価値を実証的に明らかにする
ことに主眼を置く。つまり、本研究の目的は、非利用者を
含む沿線住民の目線・意識から、えちぜん鉄道がもたらし
ている多様な価値の全体像を把握することを目的とする。
具体的には、これまでのえちぜん鉄道を対象とした調査・
研究成果 8)9)を踏まえた上で、非利用者を含む沿線住民を
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対象としたアンケート調査を実施し、①先ず回答のあった
沿線住民の属性、特に利用状況、利用意向面についてその
特性を把握し、その上で②直接・間接を含む総合価値体系
を仮設し、各種価値の存在とその程度を把握する。さらに、
③総合価値に関する評価に客観性を持たせるため、沿線 5
市町により運行のために投入されている公的財源に着目し、
現行投入額（税金）の受容負担額に関する沿線住民の意識
を把握する。 
本研究の独自な点を挙げるとすれば、調査対象とする鉄
道沿線住民は、前述のように突然の運行休止を経て、えち
ぜん鉄道による運行再開という特異な経緯、つまり鉄道サ
ービス「with」－「without」－「with」という三つの状況
を実際に経験しており、厳密な意味での「仮想の状況」で
はなく、実体験に基づいて鉄道の各種価値を認識している
ということにある。つまり一つの事例ではあるが、こうし
た属性を持つ住民の認識を通して、地方鉄道の様々な価値
の内容と程度がよりリアルに捉えられると思われる。 
以上の分析・考察結果を通して、今後の地方鉄道存続・
再生の必要性と可能性、さらには地域交通政策転換を考え
る上での基礎的情報を得るとともに、併せて地域性を踏ま
えたえちぜん鉄道の利用促進・活用のための知見を得るこ
ととする。 
 
3.調査の概要 
非利用者を含む沿線住民の交通行動の実態や将来の利用
意向、鉄道から受ける恩恵や価値などを把握するため、表
1に示すアンケート調査を実施した。 
アンケート票は、世帯当たり個人票2票を配布し、郵送
回収とした。また、配布対象地区4地区については、各路
線の市街地と郊外部からそれぞれ駅単位で抽出し、鉄道の
存在と関わりが深い駅周辺約 500m圏内の住宅全世帯に配
布した。その結果、世帯回収率は全体で 28.2％であり、
1,414票の個人票を得た。 
 
4.回答者の属性及び利用実態と利用意向 
4-1.回答者の個人属性 
回答者の属性を見ると、男性が47％、女性が53％となり、
年齢構成の内訳は20代以下が10％、30～40代が14％、50
～60代が最も多く44％、70代以上が24％である。居住歴
を見ると10年以上と回答した人が全体の8割を占めており、
多くが鉄道運行休止を経験している。 
次に、交通行動や意識に関わる回答者個人が持つ移動能
力（モビリティレベル）をみると、自分専用の車を所有し
ている「自動車利用可能層」は全体の8割を占め（78.9％）、
次いで自分の車を所有していないが家族で車を保有してい
る「送迎可能層」が18％となった。一方、自分も家族も車
を所有していない（現状では公共交通に依存せざるを得な
い）「公共交通拘束層」はわずか 3.2％にすぎず地方鉄道の
置かれている状況が窺える。 
4-2.利用実態の有無及び利用意向 
次に、えちぜん鉄道の利用実態の有無と今後の利用意向
の結果を図1に示す。回答結果をみると、利用意向なしは
全体の1割程度で、約5割の沿線住民が条件次第で頻度増
加及び新規利用の意向を示している。 
さらに、個人が持つ移動能力（モビリティレベル）と利
用意向との関係を示したものが表2である。回答者全体の
8 割を占める「自動車利用可能層」に着目すると、現在は
非利用者であるものの「新規利用層（条件次第では利用し
ようと思う）」は約半数の45.2％も存在する。こうした「新
規利用層」は、えちぜん鉄道を移動手段の一つとして認識
し、価値づけているといえる。 
5．えちぜん鉄道がもたらす総合価値体系の検討 
5—1.総合価値体系の仮設 
鉄道等公共交通サービスの重要な特質のひとつに「利用
可能性の効用あるいは便益（価値）」がある 10)。通常はそ
のサービスは利用していないが、何かの時に利用できると
 
図1 今後の利用意向 
現利用者 非利用者 
新規利用層 頻度 
増加層 
潜在需要層 
35.5% 16.5% 36.9% 11.1%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
今後も現在と変わりなく利用し続けようと思う 条件次第では今以上に利用しようと思う
条件次第では利用しようと思う 今後も利用するつもりはない
表1 沿線住民アンケート調査の概要 
調査対象 
八ツ島、新田塚、西長田、下兵庫、大関、観音町、松岡、 
下志比、光明寺、轟 （各駅近傍500mの全世帯に配布） 
調査方法 ポスティング配布、郵送回収 
配布日 2011年11月11日、12日、15日、16日の4日間 
配布数 3199世帯（世帯当たり個人票2票：6,398票） 
回収数 902世帯（世帯回収率28.2％）、個人票1,414票 
調査内容 
①個人属性         ②交通行動（利用）実態 
③今後の利用意向   ④えちぜん鉄道の価値 
⑤税の受容負担額   ⑤フリーアンサ  ー
 
頻度増加層 新規利用層 
  
今後も現在と 
変わりなく利用し
続けようと思う 
条件次第では 
今以上に 
利用しようと思う 
条件次第では 
利用しようと思う 
今後も利用する
つもりはない 
合 計 
自動車利用可能層 
240 155 431 127 953 
25.2% 16.3% 45.2% 13.3% 100.0% 
送迎可能層 
143 40 26 13 222 
64.4% 18.0% 11.7% 5.9% 100.0% 
公共交通拘束層 
31 7 2 0 40 
77.5% 17.5% 5.0% 0.0% 100.0% 
合 計 414 202 459 140 1215 
 
表2 モビリティレベルと利用意向 
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いう安心感、あるいは家族が利用していることによって送
迎をしなくてすんでいるといった行動回避等がこれに該当
する。特に、地方部の公共交通の場合、上記のような効用
や便益を多分にもたらしているといえるが、正当に評価さ
れているとはいえないのが現状である。 
そこで、本研究では上記の背景に着目し、先に示した既
往文献等も参考にして、えちぜん鉄道の総合価値体系をこ
こでは図2のように仮設する。 
5-2.各種価値の認識度 
本研究では、先ず各種価値の存在そのもの、そして総合
価値に対する各種価値の寄与度を住民の意識を通して探る
ことに焦点を絞る。 
えちぜん鉄道が地域にもたらしていると想定される種々
の価値（図 2）に対する住民の認識を把握するため、ここ
では、直接的に各種価値に対する認識を尋ねるのではなく、
「仮にえちぜん鉄道がない状況」を想定してもらうことに
よって、現在（鉄道がある状況）と仮想（鉄道がない状況）
との比較から各種価値を探り出すこととした(2)。具体的に
設問では、「もしえちぜん鉄道がないとしたら」という状
況を仮定し、様々な面における影響の程度を「極めて悪く
なる」、「悪くなる」、「変わらない」、「良くなる」の
4 段階で尋ねている。その回答結果から、価値項目ごと
（総合価値を含む）の「負の影響」の指摘率（「極めて悪く
なる」、「悪くなる」の指摘率の合計）を求め(3)、それを
「えちぜん鉄道がもたらしている」価値認識度とみなすこ
ととした。 
先に仮設した各種価値と設問項目の対応は図 3 の通りで
ある。利用者の利用することによる「直接的利用価値」につ
いては、外出や行動機会、費用・時間などに関する①～⑦
の設問を設定し、利用者自身の将来の利用可能性に関する
「オプション価値」については、活性化がすすめられた中心
市街地へ将来行く機会（⑧）や将来生活への不安（⑨）に関
する設問を設けた。さらに、自分は利用しないが他者が利
用することによる波及的な価値を示す「間接的利用価値」に
ついては、送迎を含む2つの設問（⑩、⑪）を、他者や家族
が利用することによる利他的な意味を含む「代位価値」につ
いては、家族の外出への心配（⑫）として尋ねた。また、現
在は利用していないが自分を含む将来世代の利用可能性に
えちぜん鉄道
の総合価値 
非利用価値 
利用価値 
直接的利用価値 
存在価値 
利用者の利用することによる便益（利用者） 
間接的利用価値 
自分は利用しないが他人が利用することに 
よる波及価値（主に非利用者） 
オプション価値 
利用者自身の将来の利用可能性の価値 
遺贈価値 
自分を含む将来世代への利用可能性の価値 
代位価値 
他者（家族）が利用することによる利他的価値 
存在することそのものがもたらす価値 
（例）地区の活性化、騒音等住環境、地区分断 
図2 えちぜん鉄道の総合価値 
0% 20% 40% 60% 80% 100%
①平常時の外出機会
②悪天候時の外出機会
③日常生活の行動機会
④家族に送迎を頼む機会
⑤交通費の変化
⑥交通時間
⑦車の運転機会
⑧福井駅前周辺に行く機会
⑨将来の生活への不安
⑩身近な交通手段が無くなる不安
⑪家族を送迎する機会
⑫家族の外出の心配
⑬将来世代への不安
⑭地域の活気が無くなる
⑮地域の治安が悪化
⑯交通渋滞の悪化
⑰環境悪化
＜総合価値＞
利
用
者 
非
利
用
者 
直接的利用価値 
間接的利用価値 
オプション価値 
代位価値 
遺贈価値 
存在価値 
価値認識度  高 低 
図3 えちぜん鉄道に対する価値認識 
利
用
価
値 
非
利
用
価
値 
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関する「遺贈価値」については将来世代への不安（⑬）とし
て設問を設け、存在することそのものがもたらす「存在価
値」については、地域の活気や治安、環境問題等に関する5
つの項目（⑭～⑰）を設けた。さらに、「総合的にみて、え
ちぜん鉄道の無い場合の生活はどのようになるか」を尋ね、
総合価値の項目とした。 
図3より、総合価値についてみると、当然直接受益者で
ある利用者の価値認識度は 80％強と高いが、非利用者に
おいても60％以上が「価値ある存在」とみなしている。 
また、各種価値について、現在の利用者の多く（ほぼ
50％以上）は、えちぜん鉄道がないとしたら生活全般に負
の影響を受けると認識している。このことは、えちぜん鉄
道は自らの生活活動を支える貴重な移動手段であり、えち
ぜん鉄道から恩恵を受けていると価値付けていることを意
味する。詳しくみると、利用者のみに関与する直接的な利
用価値において、「④家族に送迎を頼む」という気遣い、
外出（社会参加）機会、特に「⑧福井駅前周辺に行く機会」
といった面での価値認識度が高い。利用者に対して、単に
移動における時間、費用面のみならず、外出機会（社会参
加）、生活活動範囲、送迎依頼の回避といった様々な面に
影響（恩恵）が及んでいることがわかる。 
次に、非利用者についてみてみると、間接的利用価値の
「⑩身近な交通手段がなくなる不安」について価値認識度
が高いことから、普段車を利用していながら、その代替手
段としてえちぜん鉄道をみなしている傾向が捉えられ、先
に見た今後の利用意向の高さを裏付けている。併せて、自
分を含む「⑬将来世代への不安」に関する価値認識度も高
く遺贈価値の認識度も高いことがわかる。 
また利用者・非利用者合わせた「存在価値」に対しては
「⑭地区の活気」喪失に対する懸念意識、つまり地区の活
気に対するえちぜん鉄道の寄与が多くの住民の中で認識さ
れていることがわかる。さらに、「⑯交通渋滞の軽減」や
「⑰環境負荷（CO2）の削減」に対するえちぜん鉄道の貢
献認識もかなり高い。 
以上のことから、利用の有無に関わらず、えちぜん鉄道に
は、利用することによってもたらされる価値以外に、利用可
能性がもたらす様々な価値や存在すること自体がもたらす価
値を多くの住民が認識していることが明らかとなった。 
5-3.総合価値と各種個別価値との関連性 
5-2 より総合価値が非利用者にも認識されていることか
ら、ここでは各種価値が総合価値にどの程度寄与している
かを算出する。分析については数量化Ⅱ類を用い、外的基準
には総合価値の回答結果を、アイテムについては各種価値の
回答結果を使用し、利用者（アイテム：13 項目）と非利用
者（アイテム：8項目）にわけて分析を行った。 
分析は、「総合的にみてえちぜん鉄道が無い場合の生活はど
うなるか（総合価値）」の問いに対する回答の『極めて悪くな
る』、『悪くなる』、『「変わらない」+「良くなる」』の3判別で
行った。また、分析にあたり項目間の相関分析を行ったが互
いの相関は低く分析に重大な影響はないと考えられる。 
分析の結果、利用者についてレンジが非常に大きかった
上位5項目は（表3）、オプション価値の「⑨将来の生活へ
の不安」、存在価値である「⑰環境悪化」、「⑮地域の活気が
無くなる」と、直接的利用価値である「③日常生活の行動
機会」と「⑥交通時間」となり、これらの価値が総合価値
に大きく寄与していることが明らかとなった。一方、非利
用者でレンジが大きかった上位5項目をみると（表4）、存
在価値の中で「⑭地域の活気が無くなる」、「⑮地域の治安
が悪化」「⑯交通渋滞の悪化」、「⑰環境悪化」の順で寄与度
が高く、さらに代位価値である「⑫家族の外出の心配」が
上位を占める結果となった。 
利用者においても、直接的利用価値以外の価値が総合価
値評価に大きく寄与していること、また、非利用者では「地
区の活気への貢献」といった存在価値が総合価値に最も関
わっていることが注目される。 
5-4.えちぜん鉄道に対する負の存在価値への認識 
次に、沿線住民にとって逆に「えちぜん鉄道がない」こ
とによるプラスの影響、つまり、えちぜん鉄道の負の存在
価値を確かめる。5-2 と同様に、「⑱鉄道による地域分断
が解消される」、「⑲鉄道から生じる騒音等がなくなり住
環境が良くなる」、「⑳市町村の財政負担が軽減され他の
行政サービスが良くなる」の3つの設問を設け、「強くそ
う思う」、「そう思う」、「変わらない」、「そう思わな
い」の4段階で尋ねた。図4に結果を示す。 
利用者と非利用者でわずかに差は認められたものの、負
の存在価値として認識している「強く思う」、「そう思う」
 アイテム カテゴリ 全体 ｶﾃｺﾞﾘ ｽｰｺｱ レンジ 偏相関係数 
１ 
位 
⑨将来の生活 
への不安 
(1)極めて増える 37 -0.879 
1..216 0.256 (2)増える 110 0.042 
(3)変わらない+減る 83 0.337 
２ 
位 
⑰環境悪化 
(1)強くそう思う 31 -0.798 
0.943 0.216 (2)そう思う 121 0.145 
(3)変わらない+そう思わない 78 0.091 
３ 
位 
③日常生活の 
行動機会 
(1)極めて減る 17 -0.633 
0.884 0.179 (2)減る 79 -0.289 
(3)変わらない+広くなる 134 0.251 
４ 
位 
⑭地区の活気 
が無くなる 
(1)強くそう思う 76 -0.462 
0.824 0.231 (2)そう思う 110 0.174 
(3)変わらない+そう思わない 44 0.362 
５ 
位 
⑥交通時間 
(1)極めて増える 17 -0.430 
0.571 0.105 (2)増える 86 0.141 
(3)変わらない+減る 127 -0.038 
 
表3 総合価値への寄与度（利用者） 相関比：0.40 
表4 総合価値への寄与度（非利用者） 相関比：0.52 
  アイテム カテゴリ 全体 ｶﾃｺﾞﾘ ｽｰｺｱ レンジ 偏相関係数 
１ 
位 
⑭地区の活気 
が無くなる 
(1)強くそう思う 110 -0.839 
1.329 0.375 (2)そう思う 265 0.075 
(3)変わらない+そう思わない 148 0.490 
２ 
位 
⑮地域の治安 
が悪化 
(1)強くそう思う 11 -0.908 
0.968 0.153 (2)そう思う 87 -0.179 
(3)変わらない+そう思わない 425 0.060 
３ 
位 
⑯交通渋滞の 
悪化 
(1)強くそう思う 74 -0.627 
0.747 0.222 (2)そう思う 239 0.088 
(3)変わらない+そう思わない 210 0.120 
４ 
位 
⑰環境悪化 
(1)強くそう思う 47 -0.344 
0.535 0.173 (2)そう思う 244 -0.114 
(3)変わらない+そう思わない 232 0.190 
５ 
位 
⑫家族の外出 
の心配 
(1)極めて増える 37 -0.365 
0.533 0.110 (2)増える 104 0.168 
(3)変わらない+減る 382 -0.010 
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の総数はどの設問においても 2 割以下となった。中でも、
「⑱騒音等がなくなり住環境がよくなる」や「⑳市町村の財
政負担が軽減され他の行政サービスがよくなる」については、
非利用者において若干高いものの全体で約 1 割程度と認識
度は低い。特に採算性や公的負担の妥当性に関わる⑳の項
目において、非利用者でも約3人に1人（35％）が「そう思
わない」つまり公的負担を肯定的に捉えられている。 
 
6.公的財源に対する沿線住民の意識 
利用者が増加傾向にあるとはいえ、現在えちぜん鉄道は
運行にかかるコストが運賃等の収益で全て賄えているわけ
ではなく（不採算）、沿線5市町から公的財源（平均世帯
当たり1,300円／年）が投入されている。5-4において、市
町村の財政負担に関する設問項目から負の存在価値の認識
度は低いことが把握できたものの、受容する具体的な負担
額については明らかになっていない。そこで、上記のよう
な公的財源の投入に関する情報を提示し、その負担額に対
する受容意識を尋ねた。具体的には、現況の1世帯当たり
年間補助（負担）額 1,300円を基準に、「妥当である」、
「もっと多くてもよい」、「もっと少なくすべき」の3段
階で回答してもらい、後二者の場合にはそれぞれ受容する
額の記入を求めた(4)。 
その結果、現行負担額に対して、「妥当」とする人の比
率は78.6％となり、約4人に3人が現行の公的負担（税負
担）を受容している。これに、現行負担額以上の恩恵（便
益）を受けているとみなしている人（「もっと多くてもよい」
の回答者）10.7％を加えると、約 9割の人がえちぜん鉄道
の存在価値を現行負担額以上と評価している。なお、有効
回答者全体（1,127人）の公的財源による平均受容負担額を
算定した結果(5)、1,290 円／世帯・年となり、現行とほぼ
同額の負担額を受容していることがわかった（表5）。 
次に、利用の有無別に平均受容負担額を算定したところ、
利用者は1,321円、非利用者は1,223円となった。利用者の
場合、利用することによる便益を価値とみなしていること
から当然高くなるが、非利用者においても現行負担額に近
い額を受容していることは注目に値する。また、非利用者
の中でも、利用意向を示す層とそうでない層を比較すると
（図5）、それぞれ1,306円、1,021円と約300円の差がみら
れる。このことは、利用期待便益が上乗せされている、あ
るいはサービス改善に対する負担増を見込んでいると推察
される。 
さらに、えちぜん鉄道に対する総合価値認識レベルと受
容負担額との関連についてみると（図 6）、「極めて悪く
なる」つまりえちぜん鉄道に対する総合価値認識が高い層
では1,486円、中程度の認識層では1,323円であるのに対し、
価値認識の低いあるいは認めていない層では 1,023円とな
った。このことは、総合価値認識レベルと負担受容額に正
の相関性がみられること、また価値認識が低い層において
も少なくとも 1,000円程度の公的財源の投入を受容してい
ることを示している。 
7.まとめ 
本研究では、えちぜん鉄道再生後8年が経過したことを
受けて、その事後評価の一環として、えちぜん鉄道が地域
にもたらしている非利用価値を含む種々の価値に対する住
民の認識レベル、その運行に投入されている公的財源額に
対する受容度等を明らかにした。主要な成果とその考察は
表5 税の受容負担額（全体） 
 妥 当 
もっと 
多くてもよい 
もっと 
少なくすべき 
回答者数（人） 886 121 120 
回答率（％） 78.6 10.7 10.6 
受容負担額の中央値（円） 1,300 2,000 500 
平均受容負担額（円） 1,290 
 
図5 利用意向と平均受容負担額（円） 
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図6 総合価値に対する認識と平均受容負担額（円） 
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図4 負の存在価値に対する意識 
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以下の通りである。 
①えちぜん鉄道に対する総合価値についてみると、沿線住
民のうち利用者の約80%強、非利用者においても60%以
上が、移動手段としてだけでなく、生活全般あるいは地
区にとって価値ある存在と認識している。ちなみに、同
一の設問形式と対象ではないが、再開直後に実施した著
者らによる先行調査結果 8)では、休止時と比較した場合
の開業による生活全般への影響に対し、プラスの評価と
するものが利用層で91%、非利用層で55%であり、約8
年経過後の現在でもえちぜん鉄道に対する価値認識がほ
ぼ同程度であることを確認し得た。 
②ここで設定した様々な個別価値についてみると、えちぜん
鉄道には、その利用有無に関わらず、直接的利用価値以外
に、利用可能性がもたらす様々な価値や存在すること自体
がもたらす価値を多くの沿線住民が認識している。 
③利用の有無に関わらず、非利用価値に対する認識が総合
価値のそれに大きく寄与している傾向がみられ、特に非
利用者の総合価値認識に対して、えちぜん鉄道による
「地区の活気」への貢献の寄与度が最も高いことは注目
される。 
④価値認識を背景に、現在えちぜん鉄道の運行に対して投
入されている現行公的財源額（負担額）（1,300円／世帯・
年）についても沿線住民の多くは概ね妥当として受容し
ており、必ずしも採算性のみで評価しているわけではな
い。また、非利用者でも利用意向を有する層は利用者と
同等の負担額を受容し、利用意向なし層でも現行負担額
の約8割程度は受容している。 
以上、本研究では、えちぜん鉄道の利用可能な沿線住民
（駅 500m圏内居住者）の意識に限定されたものではある
が、地方鉄道が採算性では計れない多様な価値を地域にも
たらしていることを確認でき、生活関連社会資本として位
置付けることの妥当性は示し得たと思われる。ただし、ア
ンケート調査の限界でもあるが、未回答層には調査主旨自
体に関心の低い層が相対的に多く含まれていることが予想
され、価値認識及び受容負担額が過大となっている可能性
がある。また、ここでの受容負担額は「現行税負担額」を
基準としたものであり、必ずしも価値の総額を意味するわ
けでないことに留意する必要がある。 
こうしたことを踏まえ、今後は、価値認識主体の拡大
（利用可能圏外住民、事業者、公的主体）、価値認識のよ
り客観的な把握等を進める必要がある。 
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【補注】 
 (1)えちぜん鉄道としての再生の詳細な経緯については、下記を参照のこと。
川上洋司（2009）, 「えちぜん鉄道再生の経験からの教訓」, 都市計画281，
Vol.58, No.5, pp44-47. 
(2) 現状のある状況から漠然と各種価値の存在の有無を尋ねるより、仮想
ではあるが「ない状況」を比較対象に想定する方が「被験者も回答し易
い」し、仮想とはいえ過去運行休止（「ない状況」）を実体験している住
民が多くを占めていることから、「よりリアリティのある価値認識を引き
出せる」ものと判断したためである。 
(3) 指摘率の合計の内訳をみると、「極めて悪くなる」については、どの価
値項目においても約2～3割程度となり、項目間で大きな差が認められな
かったため、「極めて悪くなる」、「悪くなる」の指摘率の合計を用いた。 
(4) えちぜん鉄道に対して現状では一世帯当たりにすると沿線5市町全体の
平均で年間約 1,300 円）を公的財源（税金）から補助（負担）している
ことを説明した上で、設問を下記のように提示した。 
『以下の①～③のうち、あなたのお考えに最も近いものを選んで１つに
○印をつけて下さい。また②及び③を選んだ場合には、現状の一世帯当
たり補助（負担）額を参考に具体的な金額をご記入ください。』 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(5) データのばらつきが著しい平均については、平均値が過大・過小にでる
可能性があるため、3つのカテゴリーの「中央値」を用いて、回答率によ
るウェイト付平均値を求め、平均受容負担額とした。 
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一世帯当たり年間補助(負担)額 1,300 円を基準に考えて、 
 
① 現在の公的財源による補助（負担）額は、沿線地域がえちぜん鉄道から受けている
様々な恩恵と比べて妥当である。 
 
② 現在投入されている公的財源による補助（負担）額以上に、沿線地域はえちぜん
鉄道から様々な恩恵を受けている。 
その恩恵は具体的にどのくらいの補助（負担）額に相当すると思いますか？ 
  一世帯あたり（      ）円／年程度に相当 
 
③ 現在投入されている公的財源による補助（負担）額は、沿線地域がえちぜん鉄道
から受けている様々な恩恵と比べて過大である。 
具体的にどのくらいまでの補助（負担）額が妥当だと思いますか？（運賃収入のみ
で運行すべきとする場合は 0 円／年です） 
  一世帯あたり（      ）円／年程度まで 
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